
- -53

用 語 解 説

【ア行】【ア行】【ア行】【ア行】
（ＲＩビームファクトリー）ＲＩビーム加速器施設ＲＩビーム加速器施設ＲＩビーム加速器施設ＲＩビーム加速器施設

理化学研究所において整備が進められている加速器（「加速器」の項を参
照。）施設。高速に加速した重イオンビームの核反応を利用して、水素から
ウランまでの全元素にわたる不安定核（ＲＩ）ビームを世界最大級の強度で
発生させ、様々な科学分野にわたる実験に利用する。

（ＩＡＥＡ）国際原子力機関国際原子力機関国際原子力機関国際原子力機関
世界の平和、保健及び繁栄に対する原子力の貢献の促進増大と軍事転用さ

れないための保障措置（「保障措置」の項を参照。）の実施を目的として１
９５７年に設立された国連と連携協定を有する技術的国際機関。２０００年
４月における加盟国は１３０ヶ国。

アジア原子力協力フォーラムアジア原子力協力フォーラムアジア原子力協力フォーラムアジア原子力協力フォーラム
原子力平和利用に関する地域協力の推進のため、原子力担当の大臣レベル

の戦略的対話を行う枠組み。現在、９ヶ国の参加により、研究炉利用、放射
線利用等、７つの分野でワークショップの開催等の地域協力を推進。第１回
会合は、２０００年１１月にタイにて原子力委員会とタイ科学技術環境省と
の共催により開催する予定。

アトムズ・フォア・ピース演説アトムズ・フォア・ピース演説アトムズ・フォア・ピース演説アトムズ・フォア・ピース演説
１９５３年１２月国際連合第８回総会において米国アイゼンハワー大統領

により行われた演説。主な内容としては、
１．国際原子力機関を設立する。
２．この機関は、各国政府から供出された核物質を平和利用のために保管

・貯蔵・防護を行う 。
３．この機関は、原子力の平和利用の促進を行う。

があげられる。

ウインドファームウインドファームウインドファームウインドファーム
風力発電機が多数集まっている場所。米国、カリフォルニア州パームスプ

リングスのウインドファームには、約１５，０００基、設備容量にして約１
６０万ｋＷの風車が林立している。

ウラン加工工場臨界事故ウラン加工工場臨界事故ウラン加工工場臨界事故ウラン加工工場臨界事故
１９９９年９月30日に、（株）ジェー・シー・オー東海事業所のウラン転

換試験棟において発生した臨界事故。原因は、本来の使用目的と異なる沈殿
槽に、制限値を超える多量の硝酸ウラニル溶液（ウラン溶液の一種）を注入
したことによる。事故現場で作業をした３名が重度の被ばくを受け（うち２
名が死亡）、我が国で前例のない大事故となった。
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ウラン濃縮ウラン濃縮ウラン濃縮ウラン濃縮
天然ウランにはウラン２３８が９９．３％、ウラン２３５が０．７％含ま

れているが、軽水炉用の燃料として利用するため、核分裂しやすいウラン２
３５の割合を３～５％まで高めること。主な方法としては、遠心分離法とガ
ス拡散法がある。

ウラン廃棄物ウラン廃棄物ウラン廃棄物ウラン廃棄物
ウランの濃縮、転換、成型加工等に伴って発生するウランを含んだ放射性

廃棄物。半減期が極めて長いウラン及びその娘核種（ウランの壊変により生
成した核種）を含んでいること、放射能レベルが極めて低い廃棄物が大部分
を占めること等の特徴を有している。

温室効果ガス温室効果ガス温室効果ガス温室効果ガス
大気中に含まれる特定の気体成分が、地表から宇宙空間に放射される熱

（赤外線）を吸収し大気及び地表が暖められる現象を温室効果と呼ぶ。この
ような温室効果を引き起こす気体を温室効果ガスといい、二酸化炭素、メタ
ン、亜酸化窒素、ハイドロフルオロカーボン（ＨＦＣ）、パーフルオロカー
ボン（ＰＦＣ）、六フッ化硫黄（ＳＦ ）などが知られている。６

【カ行】【カ行】【カ行】【カ行】
核物質防護核物質防護核物質防護核物質防護

核物質の盗取等による不法な核物質の移転を防止するとともに、原子力施
設及び輸送中の核物質に対する妨害破壊行為を未然に防ぐことを目的とした
措置であり、核拡散や核物質の悪用を防ぐ上で必要不可欠な措置。

「核兵器の不拡散に関する条約」（ＮＰＴ）「核兵器の不拡散に関する条約」（ＮＰＴ）「核兵器の不拡散に関する条約」（ＮＰＴ）「核兵器の不拡散に関する条約」（ＮＰＴ）
核兵器保有国（１９６７年１月１日の時点で核兵器保有の米、旧ソ、英、

仏、中の５ヶ国）の増加を防止し、保有国が非保有国に核爆発装置や核分裂
物質を提供しないことを目的とする条約で１９７０年３月に発効。１９９５
年に無期限延長が決定された。

核融合核融合核融合核融合
原子核反応の一種で２つの原子核がより重い１つの原子核になる現象。そ

の際、中性子等とともに大量のエネルギーを放出する。水素、重水素、トリ
チウム等の軽い元素を用いてこの反応により、エネルギーを取り出そうとす
るのが、核融合炉の考え方である。なお、太陽等の恒星の主たるエネルギー
源は、核融合反応である。

加速器加速器加速器加速器
電場や磁場を用いて電子や陽子などの荷電粒子を加速する装置。加速され

た荷電粒子は、そのものが放射線であるが、物質との衝突により別の放射線
を発生させることもできる。原子核や素粒子物理学などの基礎科学分野や医
療、工業などの分野で利用されている。
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ガラス固化ガラス固化ガラス固化ガラス固化
再処理工程において使用済燃料から分離される高レベル放射性廃液を、ガ

ラスを形成する成分等と一緒に加熱することにより水分を蒸発させるととも
に非結晶に固結（ガラス化）させ、物理的・化学的に安定な形態にするプロ
セス。廃液はステンレス製の堅牢な容器（キャニスター）に閉じ込められた
状態でガラス固化され、人工バリアの構成要素の一つとなる。ガラス固化体
は放射性物質を安定な形態に保持し、地下水に対する耐浸出性に優れている
ことが特徴。

クリアランスレベルクリアランスレベルクリアランスレベルクリアランスレベル
当該物質に起因する放射線の線量が自然界の放射線レベルと比較して十分

小さく、また、人の健康に対するリスクが無視でき、「放射性物質として扱
う必要がないもの」を区分する値のこと。

経済協力開発機構／原子力機関（ＯＥＣＤ／ＮＥＡ）経済協力開発機構／原子力機関（ＯＥＣＤ／ＮＥＡ）経済協力開発機構／原子力機関（ＯＥＣＤ／ＮＥＡ）経済協力開発機構／原子力機関（ＯＥＣＤ／ＮＥＡ）
原子力平和利用における協力の発展を目的とし、原子力政策、技術に関す

る意見交換、行政上・規制上の問題の検討、各国の原子力法の調査及び経済
的側面の研究を実施するための国際機関。１９５８年、欧州原子力機関（Ｅ
ＮＥＡ）として設立され、１９７２年、我が国が正式加盟したことに伴いＮ
ＥＡに改組された。

軽水炉軽水炉軽水炉軽水炉
減速材及び冷却材に水（軽水）を使っている原子炉。これには沸騰水型

（ＢＷＲ）と加圧水型（ＰＷＲ）がある。発電用原子炉として米国、フラン
ス、日本を始め世界で最も多く使われている。

原子力基本法原子力基本法原子力基本法原子力基本法
日本の原子力に関する基本的な考え方を法制化したもの。原子力の研究、

開発及び利用を推進することにより、人類社会の福祉と国民生活の水準向上
とに寄与するとの目的や、民主・自主・公開の三原則等の下に原子力利用を
行うとの基本方針などがうたわれている。１９５５年制定。

原子力災害対策特別措置法原子力災害対策特別措置法原子力災害対策特別措置法原子力災害対策特別措置法
１９９９年９月のウラン加工工場臨界事故の教訓から、原子力災害対策の

抜本的強化を図るために、１９９９年１２月に成立した法律。原子力災害で
の迅速な初期動作と国、地方自治体の有機的連携の確保、国の緊急時対応体
制の強化、原子力防災における事業者の役割の明確化等が図られた。

原子力政策円卓会議原子力政策円卓会議原子力政策円卓会議原子力政策円卓会議
１９９５年１２月の「もんじゅ」事故を契機に、国民の間に原子力に対す

る不安や不信が高まりつつある状況を踏まえ、原子力委員会では、国民各界
各層から幅広い参加を求め、多様な意見を原子力政策に反映させることを目
指して１９９６年３月に原子力政策円卓会議を設置した。また、同会議から
の提言を受けて、１９９８年には新たな原子力政策円卓会議が設置され、２
０００年２月に提言が出された。
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原子炉等規制法原子炉等規制法原子炉等規制法原子炉等規制法
「核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律」（１９５７年

公布）の略称。原子力基本法の精神にのっとり、製錬、加工、貯蔵、再処理
及び廃棄の事業並びに原子炉の設置及び運転等に関する必要な規制等を行う
ことを目的としている。

高温岩体発電高温岩体発電高温岩体発電高温岩体発電
地下の乾燥した高温の岩体を破砕し、人工的に貯留槽をつくり、そこに注

水を行い蒸気または熱水を取り出して行う発電。

（ＩＴＥＲ）国際熱核融合実験炉計画国際熱核融合実験炉計画国際熱核融合実験炉計画国際熱核融合実験炉計画
国際熱核融合実験炉（ ）計画。International Thermonuclear Experimental Reactor

人類の恒久的なエネルギー源の一つとして期待される核融合エネルギーの科
学的、技術的な実現可能性を実証することを目標として進められている国際
共同プロジェクト。１９８８年より開始され、現在は日本、ＥＵ、ロシアの
３極が参加（１９９９年まで米国も参加）し、共同で設計活動が進められて
いる。

コージェネレーションコージェネレーションコージェネレーションコージェネレーション
電気（または動力）や熱などを同時に供給するシステム。発電時に発生す

る排熱を暖房や給湯等に利用することにより、電気需要と熱需要の適切な組
み合わせが可能な場合、総合エネルギー効率を約７０～８０％にまで高める
ことが可能である。

混合酸化物（ＭＯＸ）燃料混合酸化物（ＭＯＸ）燃料混合酸化物（ＭＯＸ）燃料混合酸化物（ＭＯＸ）燃料
「ＭＯＸ燃料」の項を参照。

【サ行】【サ行】【サ行】【サ行】
使用済燃料の中間貯蔵使用済燃料の中間貯蔵使用済燃料の中間貯蔵使用済燃料の中間貯蔵

原子力発電所で使い終わった燃料（使用済燃料）を、再処理するまでの
間、当該発電所以外の使用済燃料貯蔵施設において貯蔵すること。１９９９
年６月原子炉等規制法の改正により中間貯蔵に関する事業、規制等が定めら
れた。

食品照射食品照射食品照射食品照射
発芽防止、殺菌・殺虫、熟度遅延などの目的で、食品や農作物にガンマ線

や電子線などの放射線を照射すること。

人工バリア人工バリア人工バリア人工バリア
埋設された廃棄物から生活環境への放射性物質の漏出の防止及び低減を期

待して設けられる緩衝材、コンクリートピットなどの人工構築物、廃棄物の
固型化材料及び処分容器。
高レベル放射性廃棄物の地層処分の場合、ガラス固化体、オーバーパック

及び緩衝材からなる部分をいう。
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スリーマイルアイランド原子力発電所事故スリーマイルアイランド原子力発電所事故スリーマイルアイランド原子力発電所事故スリーマイルアイランド原子力発電所事故
１９７９年３月２８日、米国のスリーマイルアイランド（ＴＭＩ）原子力

発電所２号機で発生した事故。原子炉内の一次冷却材が減少、炉心上部が露
出し、燃料の損傷や炉内構造物の一部溶融が生じるとともに、周辺に放射性
物質が放出され、住民の一部が避難した。

【タ行】【タ行】【タ行】【タ行】
大強度陽子加速器大強度陽子加速器大強度陽子加速器大強度陽子加速器

日本原子力研究所と高エネルギー加速器研究機構とが共同で計画している
加速器施設。世界最大級の強度を有する陽子ビームを標的にぶつけることに
より、中性子を始めとする多くの二次粒子を取り出し、生命科学、物質科
学、材料科学、原子核・素粒子物理、未来型原子力システムなどの分野での
研究が行われる。

チェルノブイル事故チェルノブイル事故チェルノブイル事故チェルノブイル事故
１９８６年４月２６日、旧ソ連ウクライナ共和国のチェルノブイル原子力

発電所４号機で発生した事故。急激な出力の上昇による原子炉や建屋の破壊
に伴い大量の放射性物質が外部に放出され、旧ソ連と隣接する欧州諸国を中
心に広範囲にわたる放射能汚染をもたらした。

地球温暖化防止京都会議（ＣＯＰ３）地球温暖化防止京都会議（ＣＯＰ３）地球温暖化防止京都会議（ＣＯＰ３）地球温暖化防止京都会議（ＣＯＰ３）
１９９７年１２月に京都で開催された国連の気候変動枠組条約第３回締約

国会議。この会議では、２００８～２０１２年に先進国から出される温室効
果ガスの１年間の平均排出量を１９９０年レベルより少なくとも５％削減す
ることなどを規定した「京都議定書」が採択された。各国の削減目標は、日
本が６％、米国７％、欧州連合（ＥＵ）８％などとなっている。

地層処分地層処分地層処分地層処分
人間の生活環境から十分離れた安定な地層中に、適切な人工バリア（「人

工バリア」の項を参照。）を構築することにより処分の長期的な安全性を確
保する処分方法。「地層処分」という用語の「地層」には、地質学上の堆積
岩を指す「地層」と、地質学上は「地層」とみなされない「岩体」が含まれ
ている。

朝鮮半島エネルギー開発機構（ＫＥＤＯ）朝鮮半島エネルギー開発機構（ＫＥＤＯ）朝鮮半島エネルギー開発機構（ＫＥＤＯ）朝鮮半島エネルギー開発機構（ＫＥＤＯ）
北朝鮮に対する軽水炉の供与、軽水炉建設までの間の代替エネルギー（重

油）供給等を実施するために１９９５年に設立された国際機関。

追加議定書追加議定書追加議定書追加議定書
イラクによる秘密裏の核兵器開発計画の発覚等を契機として、ＩＡＥＡ保

障措置の実効性を強化し及びその効率を改善することにより核兵器の不拡散
体制を強化するための協定。ＩＡＥＡに提供する情報の拡充、ＩＡＥＡによ
る補完的なアクセス等について規定している。我が国では、１９９９年１２
月に発効。
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電源三法交付金電源三法交付金電源三法交付金電源三法交付金
１９７４年に創設された電源三法（電源開発促進税法、電源開発促進対策

特別会計法、発電用施設周辺地域整備法の総称）に基づく交付金・補助金。
発電施設等立地地域において公共用施設の整備を行うなど、電源立地の円滑
化を図るための中心的施策として位置付けられている。

天然バリア天然バリア天然バリア天然バリア
人工構築物又は埋設された廃棄物の周囲に存在する土壌や地層など。埋設

された廃棄物から漏出してきた放射性物質の生活環境への移行の抑制などが
期待できる。

【ナ行】【ナ行】【ナ行】【ナ行】
ニュークリアセイフティーネットワークニュークリアセイフティーネットワークニュークリアセイフティーネットワークニュークリアセイフティーネットワーク

ウラン加工工場臨界事故を受け、電力、燃料加工、プラントメーカー等の
原子力産業に携わる企業及び研究機関等を会員として、１９９９年１２月に
設立された団体。原子力業界全体の安全意識の高揚、モラルの向上及び原子
力の安全文化の共有化を図ることを目的として、原子力の安全文化の普及、
相互評価（ピアレビュー）、情報交換・発信の３つを主要業務としている。

燃料電池燃料電池燃料電池燃料電池
天然ガス、メタノール等の燃料を改質して得られた水素と大気中の酸素を

電気化学的に反応させることによって直接電気を発生させる装置。

【ハ行】【ハ行】【ハ行】【ハ行】
バイオマスバイオマスバイオマスバイオマス

バイオマスエネルギーとは生物体を構成する有機物を利用するエネルギー
であり、太陽エネルギーが植物により変換され生物体に蓄えられたもので化
石燃料と異なり再生可能なエネルギーである。

プルサーマルプルサーマルプルサーマルプルサーマル
使用済燃料の再処理により回収されるプルトニウムを、ＭＯＸ燃料（「Ｍ

ＯＸ燃料」の項を参照。）として一般の原子力発電所（軽水炉）で利用する
こと。

「兵器用核分裂性物質生産禁止条約」（ＦＭＣＴ）「兵器用核分裂性物質生産禁止条約」（ＦＭＣＴ）「兵器用核分裂性物質生産禁止条約」（ＦＭＣＴ）「兵器用核分裂性物質生産禁止条約」（ＦＭＣＴ）
核兵器その他の核爆発装置用のプルトニウム及び高濃縮ウランの生産を禁

止するために検討されている条約。ＣＴＢＴに続く多数国間の核軍縮・核不
拡散措置の一つと位置付けられる。

「包括的核実験禁止条約」（ＣＴＢＴ）「包括的核実験禁止条約」（ＣＴＢＴ）「包括的核実験禁止条約」（ＣＴＢＴ）「包括的核実験禁止条約」（ＣＴＢＴ）
核兵器の全ての実験的爆発、及び他の核爆発を禁止した条約であり、仮に

これらの実験的爆発及び他の核爆発が行われた場合には、国際監視制度によ
る監視活動と現地査察により、核爆発の事実を確認する仕組みを規定してい
る。１９９６年９月の国連総会で圧倒的多数の賛成で採択された。
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放射線放射線放射線放射線
法令上、放射線とは、電磁波又は粒子線のうち、直接又は間接に空気を電

離する能力をもつものであると定義されており、アルファ線、ベータ線、ガ
ンマ線、中性子線、重荷電粒子線、エックス線などが含まれる。

放射線育種放射線育種放射線育種放射線育種
放射線を照射することにより、細胞レベルでの突然変異の頻度を高め、形

質が様々に変化した突然変異体の中から人類にとって有用な形質を持つもの
を選別する育種（品種改良）法。

放射線防護放射線防護放射線防護放射線防護
放射線利用に伴う健康影響の発生を防ぐこと。放射線源の管理、環境の放

射線管理、人の被ばく管理等を通して目的を達成する。

放射能放射能放射能放射能
原子核が別の原子核に壊変し、アルファ線、ベータ線、ガンマ線などの放

射線を出す性質。放射能の強さを意味する場合もある。

保障措置保障措置保障措置保障措置
原子力の平和利用を確保するため、核物質（ＩＡＥＡ憲章第２０条で定義

された原料物質、特殊核分裂性物質）が核兵器その他の核爆発装置に転用さ
れていないことを検認すること。なお、「核兵器の不拡散に関する条約」
（ＮＰＴ）を締結している非核兵器国は、同条約に基づきＩＡＥＡとの間で
保障措置協定を締結し、全ての平和的な原子力活動に係る全ての核物質につ
いて保障措置を適用することが義務づけられており、このような保障措置を
包括的保障措置という。

【マ行】【マ行】【マ行】【マ行】
マイナーアクチニドマイナーアクチニドマイナーアクチニドマイナーアクチニド

原子番号８９のアクチニウムから１０３のローレンシウムまでのアクチノ
イド元素のうち、アクチニウムを除いた元素群はアクチニドと呼ばれてい
る。マイナーアクチニドは、使用済燃料の中に生成するアクチニド元素のう
ち、生成量の比較的多いプルトニウムを除いた生成量の比較的少ない元素の
総称で、ネプツニウム、アメリシウム、キュリウムなどが含まれ、いずれも
放射性核種である。

（混合酸化物( )の略）ＭＯＸ燃料ＭＯＸ燃料ＭＯＸ燃料ＭＯＸ燃料 Mixed Oxide Fuel
使用済燃料などから回収されたプルトニウムをウランと混合して作られた

核燃料。


